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大阪都構想と大阪賭構想
１．大阪都構想（特別区構想）
　　橋下徹市長と維新の会は「大阪都構想」の実現に躍起になっている。府・市ともに議会は自民、民主、公明、共産らが反対していたが、橋下は住民投票を急いでいる。都構想自体、審議も尽くしていないし、その良否や問題点について市民に説明できていない。この状況下で投票をしても、イメージへの判断を問うものでしかなく、むしろとんでもない“後遺症”を残すだけだ。
　　東京都に対して大阪が西の京で都というなら、江戸から東京ができた明治初期に京都が西京といわれたことがある。京は都のことだから、都は本来近来国家の首都でなければ対外的に混乱する。東京都は余りにも巨大化し、災害に備える意味もあって長野県辺りに政府の首都を移転する構想もあったが今は動きがない。
　　橋下の「都構想」は、大阪府と政令市の二重行政の改革をいうものである。そのため堺市の参加も求めたが、堺市長も堺市議も反対ないし消極的だ。そして今や本質は大阪市をなくすというものだ。
　　現在の大阪市２２区だけを特別区の対象とし、中央、北、湾岸、南、東といった現在の市区を合区したものにした（橋下は合区案６案のうち一つを提案）。これにより新しい区には特別区を設置、東京都の区並みに公選区長、公選区議による区議会を設置するという。大阪府・市のうち、特別区に一定の独立した自治権が与えられるというが、実態は大阪市が消えて、計画される大きな区域では地理、経済、商業、生活事情、教育、福祉事情も差異が大きい。結局現状の校区や福祉サービス、市民サービスは区ごとに差のあるものになる。
　　だとすれば、何故に大阪都構想かというとその意義はみえない。
　　たしかに、都道府県制と市町村制は明治期に生まれ、現在では一都集中、過疎の進行があり、３０００以上の自治体を１７００台にまで合併も進められた。しかし、過疎は止まらない。このように現在の都道府県、市町村制自体が、道州制も含め今や見直しを求められてはいる。しかし、この問題は、日本では地方自治法以下の改正が必要であり、もちろん大阪都構想が通ってもそれでは問題は解決しない。
　　府市二重行政に限っても、これらの課題を市民（府民）に知って賛同を得るためには、もっと議論が必要である。その功罪、効果、将来像への展望が市民に提供され説明されねばならない。説明責任のない構想は、橋下維新のイメージ戦略と問題隠しだと言われても否定しようがない。そんなよく判らない構想の住民投票に、衆院選での対抗馬を立てられなかったことで“恩義”を感じた公明党中央が投票賛成に変わるなど理解できず、ますます混迷を深めている。
以下、狂歌風に特別区をいうと…。
　　・２年後に　大阪市消え都もあらず　大阪府内に５（誤）区残るのみ
　　・弁天も高見　紫谷　緑木も湾岸に　東住吉　西脇　南
　　・地下鉄やＷＴＣ　府に移行　上下水道　事務組合で
　　・住変は個人負担に決めてます　登記登録　看板名刺
　　・市の債務　府には移すも　返済は　特別会計　旧市住民
　　・投票で決めてしまえば２年後は　どうになっても　市民の責任
２．大阪賭構想（カジノ構想）
　　同じ音で紛らわしいが、大阪賭構想とは大阪市港区の埋立中の大阪夢洲へのＩＲ（統合型リゾート）カジノ構想である。用地は全て大阪市所有で、橋下流の埋立地活用案である。京都、奈良、神戸の観光地と関空の交通便をみた観光策にカジノを核とするＩＲは中国人富裕層狙いともいう。
　　既にＩＲカジノは、マカオ、シンガポール、最近は韓国のソウル、仁川、釜山、済州で先行し、チャイナマネーを得て成果を出しているので、これに遅れるなと２０２０年東京オリンピックにあわせて開業したいというのが、橋下とその「部下」である府知事松井であった。そして、ＩＲ法という「準備法」さえ成立していないのに、府・市協力の機関を出発させ、賭博開帳の準備。
　　この構想は、全て問題だらけでカジノ導入に伴う①治安、②マネーローンダリング、③依存症、④教育文化等々への弊害を先送りしている。実は、大阪「都」構想との関係でも不明、不透明さが目立つ。カジノには中央政府（国）の内閣、警察、法務、国交、その他の利権関係、大阪府と大阪市の関係、特別区が成立するとその区長、区議会、区民の関係などどうなるのかという課題がある。ＩＲの税収の一つをみても、既に特別のカジノ税の行方や役人・役所の利権が聞かれる。もちろん、数兆円投資という国内外のＩＲ資本、カジノ業界の進出や建設、運営の利権など、何千何百億のレベルでの利権が渦巻く。
　　カジノを中心とするＩＲの導入は、既存の施設や計画、交通路線のＪＲ線、地下鉄線、京阪線などの利権も絡む。海外資本の数兆円の投資は、中国人だけでなく日本人のサイフを狙うものである。ゼネコン、機械メーカー、宣伝、企画広告など、この数兆数千億円の投資を利権の機会とのみ視ているのである。
関西経済同友会は、関西の大手企業のほとんどが加入する。その関西財界のためのＩＲカジノ計画は、実はカジノ外資と大企業が大阪市の金（土地）による日本人収奪のためのものでもある。
いわば、ミニカジノ・パチンコをもっとスマートにし、大型化し、格好良くしてＣＡＳＩＮＯ（本来は別荘でカシノが正しい音、カジノとは娼宿のこと。現実のカジノは売買春が絡むので、カジノ誘致論者は知らんふりする）を公設民営化させようというのが大阪賭構想である。
大阪に賭に客呼ばん　ＩＲ　なにわともあれ　もうかりまっせ
相談コーナー　　　　　 私は脱税？
Ｑ．競馬などで大勝ちすると、その儲けは一時所得となり、税務申告をして納税しないと無申告と脱税で検挙され、金額によっては刑事罰にも処せられると聞きました。パソコンや電話で株や先物取引をしている場合は、年ごとの収入から損失を引いて所得してよいと聞いています。
ところが、競馬、競輪、競艇で儲けた場合はと税務署の人に尋ねると、これによる金は所得税法22条、34条で「一時所得」というのです。そしてその課税される一時所得の計算は、収入金額からその所得を得るためにだけ券に支出した金額と50万円を差し引いた金額の2分の1だそうです。
　　私は毎日のようにボートピアという場外券売場に行き、全国のレースから1日で20試合に賭けています。ギャンブル依存かもしれませんが、大穴で勝った時の快感が忘れられません。税務署の人によれば、当たった分の舟券代は「経費」として差し引けるが、外れた分はそもそも収入にならない遊び金で「経費」にならないというのです。勝手な計算で株の取引きと比べても不公平です。株はビジネスだがギャンブルは遊びというのでしょうか。頭から主催者（自治体）が約25％を控除しているのにヒドイと思います。それはともかく、今まで税務申告をしたことがなかったのですが、私の収入を正直に申告するとどうなるのか教えてください。
　　ちなみに、私は満65歳で、年金は年150万円で源泉領収されていますが、それでは生活できないので近くの店で月10万円（年120万円）のアルバイトをしています。これは源泉されていません。そして、ボートレースに凝って、年に400試合ほど賭けているのです。私は大穴狙いですから、1試合に10枚は異なる連勝で賭けますが、大穴が当たるのは40試合に1度ぐらいです。大穴では1枚5～20万円（平均8万円）を当てています。もちろん、20枚に1枚くらい少額配当もありますが、300円券で500円配当が200回あったところで大した額ではありません。
Ａ．舟券の収入は厳密には1枚ごと計算すると複雑ですから、まず平均8万円の大穴を合計10回当てたとしますと、合計80万円が収入ですね。その舟券代は300円が10枚で3000円にしかなりません。すると、（80万－3000－50万）×1／2＝148,500円が一時所得となります。さらに厳密にいうと、少額配当（500×200－300×200）で4万円も儲けていますので、その1/2を加算すると168,500円が合計一時所得でしょう。
　　これに年金その他の所得を合算し源泉徴収を差し引く計算をすることになりますが、税務申告をしないと源泉徴収分の精算ができず、結局アルバイトの年120万円とギャンブルの儲け16.8万円余について無申告で「脱税」していると言われかねません。
　　計算によると、84万円のボートレースの収入のために、400試合×10枚×300円＝120万円分の舟券を買っていることでトータルとしては損をしていることになりますし、地方自治体に何十万円も“特別納税”をしているのですが、これは誰からも感謝されませんね。
　　私もギャンブル収益の一時所得計算は、ビジネスのインターネット株取引の「雑所得」と比べるとたしかに不平等とは思います。しかし、射幸のギャンブルを労働・ビジネスと同等に評価はしがたいのも事実です。
　　実は、インターネットで競馬の馬券をほとんど連続購入して約3年で馬券代約28億7000万円を投じ、合計約30億円の払戻しを受けた人が、税務署の一時所得計算で5億7000万円を脱税したとして起訴された事件があります。大阪地裁と大阪高裁は、多数、多額、機械的に馬券を買っており「雑所得」同様に計算すべきとの被告人弁護人の主張を認め、脱税額は5億7000万円でなく5000万円とし、懲役2月、執行猶予2年にしました。検察側はこれを不服として上告していましたが、平成27年3月10日最高裁は上告を棄却し、これは確定しました。
　　もし、本件舟券購入も「雑所得」とし、購入した全舟券が経費となれば課税所得はないでしょう。ただ、競馬判例でもどのレベルまでいけば「一時所得」でも例外となるのかは曖昧です。
　　また、競馬等のインターネット取引で大収益を上げるようなことをビジネスといえるのか、ビジネスとしてよいのかは問題です。ギャンブルは本来、最大健全な範囲の少額の娯楽に制限すべきでしょう。宝くじで何千万円、何億円の金を所得しても日本では全くの非課税としている方が誤っていると思います。
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公認賭博の非
　賭博罪について最高裁の有名な大法廷判決はいう。（最高裁昭和25年11月22日）
「賭博行為は、・・（中略）・・国民をして怠惰浪費の弊風を生ぜしめ、健康で文化的な社会の基礎を成す勤労の美風を害するばかりでなく、甚だしきは暴行、脅迫、殺傷、強窃盗その他の副次的犯罪を誘発し又は国民経済の機能に重大な障害を与える恐れすらある」「これ等の行為は・・（中略）・・新憲法にいわゆる公共の福祉に反するものといわなければならない」
　もちろん、賭博罪の規定は憲法13条その他憲法条項に反しない。（最高裁昭和26年12月9日）
かくいう賭博罪の罪質からすれば政府や地方公共団体が財政上の理由をつけようと、賭博、富くじ行為を公認、推進することの非は明白である。賭博罪の罪責を憲法に照らし違憲という上告趣意書をしりぞけ「賭博行為が公共の福祉に反する」という司法判断が現在も維持されている社会で、賭博開帳や富くじ発売という行為を正当化することは本来許されない。まして、主催者が大衆庶民の射幸心を掻き立て、庶民から収奪することも許されない。そしてギャンブル依存という病まで生み拡げて、本人のみならず家族や社会からギャンブル資金を得る罪まで増やしていることは、それ自体罪である。
この点、最高裁判決を解説した注釈刑法の中で小暮保雄助教授（当時）は政府が「各種の賭博類似行為を公認し推進する非は、おおいがたいものがあろう」とする。昭和49年12月大阪地方裁判所は、「どんな理由であろうと地方自治体が主催すれば正当化され、個人がやれば罰せられるというのは憲法14条に違反している恐れがある」という趣旨の判断をしている。
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コラム　　　　　　　　穂積陳重博士と博奕
　著名な穂積博士は「法窓夜話」の中で、伊予西条の竹内柳右衛門という郡奉行が、博奕禁令に効果がないので禁令を解き、負けた者から訴え出れば勝った相手から残らずとり返すことにしたら博奕が廃れたという対応について、これでは悪事に加担し、自分が不利になると仲間を売って損を免れるのは道徳に反し、善良の風俗に反すると批判しています。石井良助博士は、博奕仲間ではともかく、素人が勧められて博奕をして負けたなら訴え出ることもあり、博奕打ちの追及には役立っただろうと、同旨の幕府の令の一つを引用しています。
職業的博奕打ちは獄門・磔、詐欺博奕は死罪でしたが、そこまでいかないものは流罪遠島で、素人客は処払い・追放でした。また再犯は死罪になったり、両隣五人組まで家財没収、名主の過料もあったようです。日本でも賭博開帳はヤクザの資源で、現在より重くしてはという意見があります。
トンデモない
関西経済同友会の「スマートＩＲ」提言
　関西経済同友会（代表幹事：加藤貞男（日本生命））は、関西にも経済拠点を持つ大企業とその役員らからなる団体で、参加する大手企業らの経済発展を第一に活動している一般社団法人である。その同友会が夢洲によりによってＩＲを導入しようと提言している。金儲けのためならバクチ場も役立てようという低劣さを示している。
　カジノという賭博中心施設が本質を隠し薄めるため、統合型リゾートというＩＲを冠し、さらにＩＲに「スマート」という形容まで付している。このようなバクチ場に二重三重の隠れ蓑（コロモ）を付すこと自体にＩＲの“バケモノ”の本質が見える。
　その提言は、本文34頁からなり、ギャンブル依存症対策への提言まである。カラー刷りで、夢洲の未開発地220ｈａについて豪華なスマートＩＲシティを画いており、次のものからなる。
　（１）ＭＩＣＥ　：　展示場35万㎡、会議場5万㎡、バンケット3万㎡
（２）エンターテインメント　：　パーク20ｈａ、アリーナ15000席、ホール5000席、
シアター4000席、ミュージアム1万㎡
（３）ウェルネス　：　スパ1万㎡
（４）ホテル　：　7000室
（５）商業　：　店舗10万㎡
（６）カジノ　：　全体施設の3％程度
そして、大和総研によれば、大阪、横浜、沖縄の3か所合計で生産誘発効果は5.63兆円、運営効果は年に2.09兆円と紹介する。
このため鉄道ではニュートラム、ＪＲ、京阪延長の3路線、道路は高速淀川左岸線、5号湾岸線、船便は関空高速、神戸高速、大型客船、クルーズ船、そしてヘリコプター輸送まで導入して、陸海空の一大開発を伴う。大手ゼネコンから交通、観光、エンタメ部門まで関西企業が大儲けする夢物語である。
しかし、依存症、マネロン、反社会勢力対応などの社会問題については、触れてはいるものの「政府自ら課題」と責任転嫁している。
同友会は、カジノ依存に対し、既に外国で導入されている①自己排除プログラム、②家族排除プログラム、③入場料の徴収、④依存対策費のＩＲ企業拠出、⑤日本版ギャンブル依存症対策審議会設置、⑥依存症への社会調査、⑦カウンセリング、治療体制の提言をいう。これらは特段新しさはない。ギャンブル依存症の有効な排除は①②③では不十分である。より厳しい限定（入場者氏名、資格、正当な賭金、正当な限度である証明、マネーローンダリングや脱税を許さないためにカジノ出入金の個別点検、証明書等）が必要である。
その取組みを実効あるものにするためには、まず現在の莫大なパチンコ・スロットによるギャンブル依存症、公認賭博による依存症に対する治療と発生予防こそが先決である。カジノを拡げながらギャンブル依存症の調査をするなどの提案は、毒を撒きながらその効果の継続調査としたり、被害発生を知りつつ依存症全体を先送り審議したりするものである。これを「スマートＩＲシティ」のギャンブル依存症対策などということは恥ずかしいと言わねばならない。　　　　　　　　　　（Ｙ）
投稿　　パチスロ・セガサミー娘婿 鈴木隼人の衆議院比例当選
笠下　連子
　カジノを推進するパチスロメーカートップのセガサミーの里見治会長は、2013年9月16日、経済産業省の若手官僚鈴木隼人氏を娘婿に迎えた。結婚披露宴は、安倍総理、森、小泉ら歴代総理やその他多数の政治家を迎えて開かれ、安倍は祝辞を述べていた。
　里見は安倍が前回総理を辞任した当時から安倍に接近しており、自民党に「金」のパイプを繋いでいたと思われる。そして、安倍は2014年12月の解散選挙で、なんと鈴木を自民党の東京比例名簿25位に据えた。（その上位は小選挙区併立候補）
そして自民党は大勝し、1977年8月8日生まれの鈴木は37歳で議員になった。鈴木は恵まれ、東大大学院を2002年に卒業して政治家を目指して経産省に入省し、11年後には大金持ちの里見家に迎えられたことになる。メディアは、この結婚自体、自民党議員になるための準備であったという。
たしかに、東京は24位まで小選挙区1位が並んでおり、新人候補が当選確実な25位に入るには余程の金かコネでもないと指名してもらえない。メディアは鈴木をエリート官僚というが、経産省が自民党議員のステッピング・ボードとなり、また里見家という後ろ盾（スポンサー）があればこその結果であろう。岸信介の3世議員安倍にすれば、相応の“査定”である。
このようにパチスロ・カジノ大脈で安々と（否、高々と？）議員になった鈴木のＨＰをみると、「高齢化社会の到来により新たな社会問題が出現し…」とはいうも、もちろん高齢者をギャンブル依存にしている“恩人”の義父のことなど触れられる訳がない。
それにしても鈴木本人もセガサミー（里見）も自民党も安倍も、こんな露骨な人事工作をするなど呆れる。それを許している日本国民は、ギャンブル依存なのか。
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コラム　　　　　　　　　　　　　　　箕面の富
　大阪府箕面市の瀧安寺はかつて、正月七日夜に富籤興行とそれに伴う法要を行っていた。堂に三個の大櫃を据え、その小穴から自己の持つ富札を櫃の中に入れる。よく櫃を振り回して混ぜ合わせ、寺僧が小穴から錐で札を突く。第一櫃を一の富、以下二の富、三の富と称した。そこで富突きともいわれた。
　瀧安寺では天正3（1575）年から賞金でなく、札を買って牛王法印のお守りや、福枡、福杖、福秤、大福帳、鏡餅、長命箸など授与していた。そして享保年間になって賞金を当せん者に与える興業が許された。
　その他、大阪では勝尾寺の富（箕面市）、太融寺の富（大阪市北区）、京都は法輪寺（京都嵯峨）、さらに江戸では谷中感応時、目黒不動、湯島天神などで富札を売る興行がされた。
しかし、やがて富籤興行は禁じられ、明治政府へと引き継がれた。
富札は江戸時代の文献に広く紹介されており、図絵では「諸国図会年中行事大成」（勝尾寺）、「摂津名所図絵」（龍安寺）、「難波鑑」（太融寺）などがある。
異常を生む社会と知らないでいる国や地方自治体
１．山口県の女子高校生による同級生殺人事件や東京都の女子大学生による老女殺人事件は、人を殺してみたいという欲求からの殺人で衝撃的事件であった。犯人の成育、動機、精神状態など今後検討が進められる。しかし、その一方で社会の側の何が彼女らに無差別殺人への動機を与えたのかも問われる。殺人体験を目的とする殺人は、「幼稚」「好奇心」では説明できない知識と実行力が「犯人」に与えられている。また「犯人」の傾向、志向が事前に示されていたのに、この異常な心理がメディア（マンガ、劇画等）の世界では日常視られているためか、周囲では特別の異常・脅威とは受け止められていなかった。私たちの“普通”の社会の中に病理があるからであろう。
２．国家正義の名の下にもっと強大なシステム殺人（戦争）があるし、それは別としても必殺ドラマや劇画では殺人の模倣となるほどに事細かに描かれ、それが市民の娯楽対象となっている。これに対し、生命観や倫理性の公教育の不足は明らかである。
人はＴ・Ｐ・Ｏで殺人をするというのが正しい認識だとすれば、そのような時・場・機会をなくすために努力することが必要となる。無差別殺人の場合、殺人者への教育の不足と社会の側の時・場・機会の防止が考えられる。
商業メディア、そして忘れやすい人の世は、過去の同種事件の“経験”や“学識”を風化させ、凶悪・特異事件すらも忘れさせる。教育も学ぶ機会もなく忘れさせる世の中こそ、社会病理である。その社会病理を放置するのは、国や地方自治体の公共責任の義務違反である。
３．ギャンブル依存症、病的ギャンブルについても、これを賭け人の個人的な行為の結果と済ませてはいけないとしてきた人は昔からいた。それは、家族の近くにもいたし、賭博犯を検挙する人、更生教育させようとする人、治療にあたった医師などにもいた。
　　しかし、賭博を開帳する人、富くじを売る人、パチスロを認める国や地方自治体の役人らは、ギャンブル依存の実態を知ろうとすらせず無視した。賭博客はあくまで収益を得るための無差別な客でしかなかった。博徒に対してはギャング、暴力団として最大限の非難はするも、自らが官・公として主催者・公認者となることには反省もなく、その収益目的が「公共」のためというだけで正当化し、収奪される客のことやその金の出処、本来は何に使われるべき金であったかなどを無視してきた。
　　これで良いのか。賭博を企業化することは人の弱点をつく違法な事業活動に他ならない。それを公共目的と詐称して公営賭博をやり続け、さらにカジノまで新設するのか。ギャンブル依存に取り組む人はそう思っている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｏ）
　　
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
　浮世人情合　　　江戸時代から相撲番付になぞらえた「番付「競べ」「鑑」が流行する。一枚の版刷りだが、世の中を対比手法と短い言葉でまとめ、庶民がよく買い求めたようだ。
その中に色と欲の世界を描く。右側の色情は「志き情」とし、第1は「地面を売って女郎を買う人」で、左側の「欲情」の第1は「一六勝負　大よく富の札買う人」となっている。当時の富の札は一枚１分もした。今なら万札レベルであった。一六勝負とはもちろんサイコロ賭博である。しかし、二番は「金造　無よく勘定シテハ仕舞ウ人」であり、無欲で堅実な人が金を残す（造る）という訳である。
昔から賭博で金を残した人はいない。盗みの天才ねずみ小僧も全て博打で金を失い、賭博胴元の親分だった国定忠治も磔刑となった。
書籍紹介　
１.「日本版カジノのすべて」木曽　崇（2014年10月1日　日本実業出版社　1750円＋税）
　　木曽氏は、自称によればネバダ大ラスベガス校（カジノ経営学）卒で2004年帰国。2011年から国際カジノ研究所を設立しカジノ専門家として活動している。ＨＰ等でもカジノについては導入する方向性を堅持しつつ、着実に企業経営するためのコンサルタントとして活動してきた。
初の著作というが日本カジノのＩＲ法実現が確実視された時点での「満を持した」出版か。第3者的な視点をとっているように見せるが、その内容は企業に日本版カジノ事業を勧めようというコンサルタントそのものである。カジノでギャンブル大国日本への展開を目論む職業意識（カジノでメシを喰う）と利益獲得への本音が見える。
　　前置きはこれぐらいにして紹介すると①日本のカジノ状況、②カジノの経済効果（これはかねてＨＰで案内していた）、③カジノのヒト、モノ、カネ、④カジノの功罪、⑤世界のカジノ、⑥日本版カジノのシミュレーションからなっている。著者の長年の「知識」は広く、ギャンブルに対する情報は広い。その個々の事実や評価については、実は反対の解釈や評価も可能である。現状よりカジノ実現のために半歩進めるアイデアも示し、推進派にとっては有用性はあろう。
その点をわかって読めばわかりやすく、ギャンブル、カジノの導入論の「浅はかさ」もわかりやすい。
２．「カジノ利権の正体」別冊宝島2261号　（2014.12.14　1000円＋税）
　　宝島社は社会の関心の高まるテーマにライターを集め、図解や写真付きでわかりやすく解説する本を別冊シリーズとして1000円前後で出している。本書は実際は11月中に出版された。沖縄知事選前のもので、ＩＲ法廃案の情報は含まれていない。しかし、カジノに蠢く族議員、カジノ業者、自治体の長らの利権の正体をわかりやすく示している。カジノ関係株50も紹介したり、パチンコ業界や海外カジノも紹介する便利本である。
３．「最新業界地図２０１５」　成美堂　（2014.10.1　1000円＋税）
　　同種の本が日経や四季報から出版され、これが絶対というほどのものはない。安くて出版が新しいのが本書。2014年6月時点のデータをもとに業界ごと3000団体について公表している。
　カジノはまだ業界分類はできず、ギャンブルではパチンコ・パチスロとゲーム・ソフト・ゲーム機が一部該当する。ＩＲカジノが加わると、カジノ機器の日本金銭機械、コナミ、セガサミー、セキュリティーのセコム、金融、スロットメーカー、ＨＩＳ、電通、フジＨなどによる業界図も生まれよう。
なお、近年は公務員、中央省庁、地方自治体も業界として記載され、「早見表」として使える。
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ミニ知識　「博奕」の読み方
　博打は「ばくうち」と読めますが、博奕は「ばくよう」「ばくえき」と読むのが正しいはず。
しかし、「博奕を打つ」が「ばくちうち」になり、1670年頃には博奕を「ばくち」とかなを振っている記録があります。
ギャンブルＮＥＷＳピックｕｐ　 　（2014.11.25～12.31　前号まで未記載分含む）
2014.11.25　　中日　　　依存症から回復を「福井ＡＲＣ」
　　　　　　　ﾈｯﾄｺﾗﾑ　　田村正勝（早大教授）「地方創生とカジノ法案」
　　　　　　　赤旗　　　日弁連　ＩＲ法案再提出に反対
　　 11.26　　マカオ　　住民1.3万人ギャンブル依存症
　　　　　　　ｹｱﾆｭｰｽ　　カジノ遊びのできるデイサービス
　　 11.28　　毎日　　　わたしはこう思う　衆院選　鳥畑与一教授
　　　　　　　ﾌﾞﾛｺﾞｽ　　カジノ法案　来年3月再提出を期す　ＩＲ連
　　　　　　　　〃　　　舛添知事「カジノもっと多くの議論必要」
　　　　　　　赤旗　　　これがカジノ議連候補者（一覧表）
　　　 11.29　　産経　　　カジノ誘致調査業者との会食　大阪市課長　減給処分
　　　 11.30　　赤旗　　　カジノ推進公約　自民・維新
　　　 12. 1　　ﾋﾞﾃﾞｱ　　 カジノは成長戦略の柱　セガサミー鶴見尚也専務
　　　 12. 3　　東洋経済　　「カジノ×五輪」は最強の観光誘致策　みずほ総研（風間）
　　　　　　　　産経　　　ギャンブル依存の元患者が考える会　田中紀子
　　　 12. 4　　時事　　　公約にカジノ追加　自民
　　　　　　　　北海道　　争点から外れるカジノ　自民及び腰
　　　　　　　　ｹﾞﾝﾀﾞｲ　　セガサミーの娘婿　鈴木隼人候補を比例25位に
　　　　　　　　ｳｫｰﾙｽﾄﾘｰﾄ　　パチンコ業界　海外に熱い視線
　　　　　　　　ﾌﾞﾛｺﾞｽ　　何で共産党　カジノだけ目の敵？
　　　　　　　　朝鮮日報　　済州島　中国人の賭博天国に
　　　 12. 5　　ＴＢＳ　在コンゴ日本大使館放火等事件山田真也(31)　カジノのため2500万円着服
　　　　　　　　朝日　　　大阪カジノ　割れる賛否　　谷岡学長コメント
　　　　　　　　マカオ　　カジノで勝った女性狙い連続強盗犯　中国人
　　　　　　　　WBｻﾃﾗｲﾄ　　韓国カジノ　動画
　　　 12. 6　　神奈川　　カジノ反対6割　社の世論調査
　　　　　　　　日経BIZ　　遊技産業の視点　ＰＣＳＡ代表金本朝樹（アメニティーズ社長）
　　　 12. 7　　産経　　　済州道知事「外国人専用カジノ」８つ　脱税など問題
マカオ　　マカオ経済（カジノ収入2割減）で不振（汚職摘発で）
　　　　　　　　　　　　　マカオから流出の中国人ギャンブラー　韓国が受け皿に
　　　　　　　　日経BIZ　　遊技産業の視点　大衆娯楽の魅力強化
　　　 12.17　　日経　　　沖縄知事「カジノ導入考えない」　18日議会答弁でも
　　　　　　　　朝日　　　大論争　豪カジノの結果　富豪パッカー氏カジノ
　　　　　　　　ｶｼﾞﾉﾙ　　ＩＲ議員の選挙結果　名簿一覧（落選21名）
　　　　　　　　ｱｼﾞｱｶｼﾞﾉ新聞　　注目されるＩＲ法案再提出
　　　　　　　　ｸﾞｰｸﾞﾙ　　2014.11　トーマツ仁木一彦　世界のＩＲ
　　　　　　　　FACTA　　「お台場カジノ」夢破れたフジテレビ
　　　 12.18　　日経　　　ラオス　中国頼みのカジノ廃墟
　　　　　　　　マカオ　　カジノ従業員　心身の健康憂慮―労組
　　　　　　　　ﾌﾞﾛｺﾞｽ　　木曽　カジノ関連入札
　　　　　　　　毎日　　　日本で多いギャンブル依存症と破産（日弁連調査）
　　　　　　　　公取委　　東邦出版の不当法措置とらず　今後の参考にと通知
　　　 12.21　　日経　　　カジノ依存脱却促す　マカオ返還15周年
　　　 12.22　　琉球　　　カジノ中止　沖縄の魅力の観光を
　　　　　　　　東京　　　カジノ依存　景気後退　マカオ返還15年
　　　　　　　　愛媛　　　ギャンブル依存克服を　ＮＰＯ競輪場で講座　市会場設定
　　　　　　　　赤旗　　　在日米商工会議所　カジノ合法化に介入
　　　　　　　　マカオ　　カジノのマネロン　取締り強化　ジャンケットなど
　　　 12.24　　産経　　　マカオカジノ絶不調　マネロンの協賛共産幹部敬遠
　　　　　　　　PIDEA　　習近平マカオ初訪問「脱カジノ依存」要望
　　　　　　　　日経　　　ゲンティン・マレーシア　ＮＹ進出できず
　　　　　　　　マカオ　　日韓合弁カジノ　ＳＪＭに参加打診？
　　　 12.25　　吉田　　　カジノ導入と地方選に向けてのアンケート
　　　 12.26　　ｶｼﾞﾉ情報　　台湾でもカジノ？
　　　　　　　　ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ　　日本にとってカジノは何を生み出すか
　　　　　　　　教育時報　　飽和状態に達したアメリカのカジノ
　　　　　　　　朝日　　　依存症への想像力　秋田ダルクを訪ねて
　　　 12.29　　毎日　　　オンラインカジノ被害　大学生に
　　　　　　　　ﾌﾞﾛｺﾞｽ　　カジノ業界3大ニュース（2014年）
1位：倹約令で業界新ステージ、2位：伊　宝くじ機器大手、カジノマシン大手IGT、WMS社買収、3位：日本カジノ失敗
ﾌﾞﾙｰﾑ　　カジノ法案　来春までに再提出　岩屋ＩＲ幹事長
赤旗　　　カジノ合法化　再提出　民意無視　（主張）
　　　 12.30　　週実話　　自民圧勝でＹＯＫＯＨＡＭＡカジノの現実味
　　　 12.31　　新華　　マカオカジノＶＩＰルーム閑散
　　　　　　　　Ｍｅｄ　　ギャンブル依存　ドーパミン放出　画像診断（カナダ）
　　　　　　　　ブログ　　「国際ゲーミング協会」カジノの歩みを整備し
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【裁判情報】大阪地裁　平成２６年（ワ）第６６８３号事　宝くじ販売差止請求事件
　次回期日：平成２７年4月22日（水）午後１時１５分　　８０８号法廷（傍聴可）
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当会は財政上は専らカンパで成り立っています。


会費・カンパを下記口座までお願いします。


記


りそな銀行　北浜支店　普通０１１５７１９


口座名義：ギャンブル被害をなくす会
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